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はじめに

民生委員制度が創設されて一世紀近くになる。

この間、時代の大きな波に翻弄されながらも民生

委員はつねに社会的弱者の身近な地域の守り手と

して、その貴重な役割を果たしてきた。本稿では

こうした民生委員制度の歴史的変遷について論述

する。まず萌芽としての岡山県済世顧問制度、次

いで基礎を形成した大阪府方面委員制度、さらに

全国に展開した方面委員制度による救護法制定運

動とその後の戦時下における方面委員の活動を追

う。そして戦後における民生委員の新たな生まれ

変わりとその後の活動、最後に２１世紀の社会福祉

基礎構造改革期以後の民生委員制度の役割と課題

について論述する。

Ⅰ 萌芽としての岡山県済世顧問制度

民生委員制度の萌芽は「岡山県済世顧問制度」

（１９１７ 大正６）に求められる。この時期、社会

情勢は第一次世界大戦（１９１３～１８）のさなかにあ

って、わが国経済は産業が発展し、成金の出現な

ど活況を呈していた。しかし一方でインフレが進

行し、国民の生活は困難を極め、労働争議や小作

争議が多発した。河上肇（１８７９～１９４６）が『貧乏

物語』を執筆（１９１６ 大正５）したのもこの頃で

ある。そして１９１８（大正７）年には米騒動が富山

県の漁村で発生し、燎原の火のごとく全国に波及

していった。

こうした中、当時の岡山県知事笠井信一（１８６４

～１９２９）は１９１６（大正５）年５月の地方長官会議
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において、天皇から県民の貧困状況に関する御下

問を受けたことを契機として貧困調査を実施し

た。その結果、県民の約１割が極貧状態にあるこ

とが判明した［１］。

天皇の御下問と貧困調査結果により責任の重大

さを痛感した笠井知事は、県下より貧困を駆逐す

べく中国古典、仏教経典、西欧哲学を渉猟し、さ

らにドイツのエルバーフェルト制度を参考にしつ

つ貧困対応の方策を検討した。そこで実ったのが

１６ヵ条からなる「大綱」である。そしてこれをさ

らに７ヵ条にまとめたのが「済世顧問設置規程」

（１９１７ 大正６年５月１２日岡山県訓令）である。

その規程では、①「防貧事業の遂行」により個

人および社会を向上させることを目的とし（第１

条）、②「精神上の感化、物質上の斡旋」により

貧困原因を消滅させるとし（第２条）、③済世顧

問の員数について市で１５名、町村で１名とし区域

の広狭、事情によって増加もあるとし（第３条）、

④済世顧問は郡市長の推薦により知事が嘱託する

とした（第４条）。また⑤済世顧問に推薦される

べき者の資格として、人格正しき者、身体健全な

る者、常識に富める者、慈善同情心に富める者、

中等以上の生活を営む者、忠実勤勉であることと

し（第５条）、⑥済世顧問の職務遂行にあたって、

相互連絡を保持し、必要あるときは、官公署の助

力を要求することができるとした（第６条）。そ

して⑦済世顧問は名誉職とし、これを優遇するこ

ととした（第７条）。

さて、この済世顧問制度の創設の翌年に米騒動

が発生し、全国的に社会不安が増大する中で、岡

山県は「済世委員設置規程」（１９２１ 大正１０）を

公布し、済世顧問制度の補充機関として地域の実

情に通じた「済世委員制度」を設置した。その数

は市で１０～２０名、町村では大字ごとに１名とした。

この制度は全面的に済世顧問を根幹として、その

嘱託は済世顧問の資格に準じ、任期も同様に無任

期であり、また職務も同様であった。しかし済世

顧問では適任者がいなければ欠員という則闕主義

であり、また対象者の援助についても自由裁量を

重んじたのに対して、済世委員制度は必置主義で

あり、連絡協議を主として、普遍化、組織化を企

図した。すなわち済世顧問制度は人を主とし、済

世委員制度は組織に重点を置いたのであった

［２］。

このように済世顧問制度では、防貧事業の遂行

を目的として、物質的救済よりもむしろ精神上の

感化、道徳的感化に重点が置かれた。また済世顧

問の人選基準は厳正であり、地域の名望家、資産

家、有力者を期待した。なおこの制度の基本思想

は、二宮尊徳の報徳思想とされている［３］。

Ⅱ 基礎としての大阪府方面委員制度

大阪府に方面委員制度が設置されたのは１９１８

（大正７）年１０月であって、済世顧問制度設置後

１年５ヵ月後であった。当時、大阪府知事であっ

た林市蔵（１８６７～１９５２）は、米騒動で全国的に生

活不安が深刻化した状況にあって、「健全なる大

阪府」をめざして、救済事業全般に幅広い知識と

理論を有していた小河滋次郎（１８６２～１９２５）に大

阪府の救済制度の創設を依頼した。なお林知事に

制度創設を促した契機として、「夕刊売りの母子」

「廉売場の老婆」の目撃事例があった［４］。そこ

でこれらの貧困世帯を発見し、その状況を診断す

るための常設の調査機関（社会測量機関）の設置

が必要であると林知事は決意したのである。

その頃、小河はすでに監獄学の大家であったが、

勤務していた司法省におけるドイツ流の行刑政策

に対し、英米の教育保護政策を主張して職場に居

づらくなり、やむなく官職を辞任し、留岡幸助の

推薦により１９１２（大正元）年から大阪府の嘱託と

して、当時の大久保利武知事に招かれていた。

さて林知事から依頼を受けた小河は、ドイツの

エルバーフェルト制度、中国の審戸制度、江戸期
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の五人組制度、岡山県済世顧問制度などを詳細に

調査研究し「大阪府方面委員規程」（１９１８）を創

案した。

この規程は１０ヵ条から成る。すなわち①方面委

員の区域（方面）を小学校通学区域とした（第１

条）。②方面委員は地方公務員、警察官、学校関

係者、有志者、社会事業関係者から、知事が嘱託

し、身分は名誉職とした（第２条）。③小学校区

の方面委員には常務委員（いわゆる会長）を置き

（第３条）、④学校その他の適当な場所に事務所を

設置し、知事が嘱託する専属書記を置いた（第４

条）。そして⑤方面委員は関係区域内の状況を明

らかにし、調査及び実行に従事することとした（第

５条）。具体的には、一般的生活状態の調査とそ

の改善向上の方法を検討すること、要救護者の状

況調査とその救済方法の検討と実行、現存する救

済機関の適否の調査と新設機関の必要性について

の検討、日用品の需給状態の調査と生活安定方法

の検討等である。⑥方面委員の調査攻究事業の実

施は主として郡市町村公益法人、及び有志の施設

に期待し（第６条）、⑦各方面における事務の連

絡統一を図るために方面常務委員連合会（いわば

会長連絡会）を設置した（第７条）。さらに⑧府

市に幹事を置き、幹事は府市区社会課係員及び警

察署員から知事が選定し、特別の必要がある場合

には、学識経験者の中から顧問を嘱託することと

した（第８条）。なお⑨委員と従業員は所定の章

（記章・バッジ）を着用することとした（第９条）。

そして⑩書記は有給とし、事務所雑費は必要に応

じて支給するとした（第１０条）。

このように大阪府方面委員制度では小学校通学

区域を方面として単位化し、そこに知事から委嘱

された方面委員が地域の生活問題に対し、無報酬

で取り組み、それを名誉職としたこと［５］、ま

た方面委員は済世顧問とは異なり、その地域に住

み、その地域の実情によく通じた自営業者（下層

社会の人に接触する機会の多い質屋、八百屋、雑

貨屋、家主等）を主とした中産階級の「土着の常

識的人格者」［６］であること、さらにその職務

は、貧困世帯を第一種と第二種に分けて方面カー

ドを作成するとともに、家庭訪問を重視し、個別

援助を徹底したこと［７］、そして組織的には常

務委員や常務委員連合会を設置し、連絡統一を図

るとともに、毎月の定例の連合会では、事例検討

会を実施したことなどが特徴として挙げられる。

この制度の創案者、小河の思想は監獄学では英

米のヒューマニズム論が背景にあったが、社会事

業論では東洋的儒教的倫理観が基調となってい

た。小河によれば、社会事業の本領は各階級の協

力による「社会全体の連帯責任」の上に成立する。

そこでは相互扶助の道徳が重要となる。そしてそ

の道徳とは、家庭を基盤とした仁の実践による修

身斉家治国平天下の形成といえる。このように小

河の社会観は儒教的な共同生活である［８］。ま

た小河は、貧困が資本主義社会において必然的に

生み出されるという社会的貧困観ではなく、怠惰

や浪費など個人的な原因に起因するという個人的

貧困観の捉え方をし、これらの貧困者に対する教

化指導こそが社会事業の役割であるとした［９］。

そしてこの役割を担う社会事業従事者には高潔な

人格が求められるとしている。さらにその職務で

は、「社会事業の根本となり先駆となるべきもの

は、社会測量即ち民衆の社会的生活状態の真相を

詳査審明するということである」として社会測量

こそが重要であり、これが方面委員の本領である

とした［１０］。

一方、林市蔵は社会測量からさらに進めて、方

面委員が担当地区に責任を持つことが重要である

としている。そして担当地区の家庭訪問を通じて

様々な問題を抱える家庭に対し、方面委員として

何とかしたいという熱情、すなわち「自己血清」

とも呼ぶべき感情が沸き起こってくるはずである

としている。そして「方面委員も…血液血清を受

けることにならんければ、本当の方面委員ではな
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い」［１１］とし、方面委員の自己の受持区域にお

ける責任感の重要性を説いた。さらに「…方面委

員の精神はすべての条件を取りのぞきましても、

最後に残るものは絶対無報酬であると思います」

［１２］と無報酬の活動についても強調した。

こうして小河の思想や理論、そして林の熱情が

両輪となって、大阪府の方面委員制度が生み出さ

れたといえる。

この方面委員制度を済世顧問制度と比較する

と、済世顧問の場合には、その任命基準も高く、

村落社会の資産家、名望家が任命され、また防貧

を中心に待ちの姿勢で、訪ねてくる貧困者に相談、

指導を行う体制であった。これに対して方面委員

の場合には、地域住民に身近で親しみのある商店

主等、中産階級の人々が任命され、また積極的に

委員の方から担当地区内の貧困者の家庭を訪問

し、情報収集など社会測量を行い、問題を予防す

る体制をとったといえる。

Ⅲ 救護法と方面委員制度

岡山県済世顧問制度、大阪府方面委員制度によ

って、わが国の方面委員制度の基礎は確立し、１９２８

（昭和３）年までに方面委員制度は全府県に普及

した。なお大阪府よりも４ヵ月前の１９１８（大正７）

年６月に東京府慈善協会によって救済委員制度が

設けられている。

しかしこの東京府の制度は、他府県への社会的

影響力が小さかった。これに対して大阪府の場合

には林知事の知名度が高く、また小河の制度設計

がよく整理されていたこともあり、他府県への影

響力が大きく、そのまま制度モデルとして導入さ

れることが多かった。

なお当時、わが国の植民地であった台湾では

１９２３（大正１２）年、朝鮮では１９２７（昭和２）年に

方面委員制度が導入されている。

方面委員制度が全国的に普及した昭和初期まで

は、貧困者対応の唯一の制度は１８７４（明治７）年

制定の「恤救規則」であった。この制度は明治政

府が、維新後の社会の大変動に対応して、人身安

定の必要に迫られ制定したものである。その救済

原理は「済貧救恤ハ人民相互ノ情誼ニ因テ」講ず

るべきとして近隣の相互扶助である「隣保組織」

を基本とした。その上で親族扶養や隣保の救済が

困難な「無告の窮民」を救済対象とした。すなわ

ち公的救済よりも隣保相扶という情誼性を基本と

した制度であった。しかし米騒動以後の不況が深

刻化したわが国社会は、到底このような制度では

対応しきれなくなっていた。相次ぐ企業倒産、失

業者の増大、さらに１９２９（昭和４）年の世界大不

況により、わが国は根底から揺り動かされること

になった。

そこで全国の方面委員たちは「恤救規則」に代

わる新しい救貧制度、すなわち救護法の制定を求

めて積極的な取り組みを進めていくことになっ

た。１９２８（昭和３）年１０月に東京で開催された第

１回全国救護事業大会では、全員一致で救貧法の

すみやかな制定を要望した。１９２９（昭和４）年に

政府は国会に救護法案を提出した。このとき衆議

院には方面委員でもあった大阪府選出の沼田嘉一

郎議員がおり［１３］、貴族院には前述した元大阪

府知事の大久保利武議員がいた。そしてこれらの

議員の尽力もあり、１９３０（昭和５）年度より実施

の付帯条件で１９２９（昭和４）年４月２日に公布さ

れた。

ところが救護法成立後、浜口雄幸内閣による財

政緊縮政策の下、救護法実施の見通しがつかなく

なってきた。そこで救護法の早期実施を求めて救

護法実施期成同盟会を組織して、救護法実施促進

運動が展開された。ここでも運動の中心となった

のは沼田嘉一郎ら大阪府の方面委員たちであっ

た。また実業家、渋沢栄一（１８４０～１９３１）が病躯

を押して運動の先頭に立ったことは有名である。

この結果、ようやく政府は重い腰を上げ、財源は
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競馬法改正による競馬投票売得金から充当するこ

とにより、１９３２（昭和７）年１月から救護法が実

施されることになった。

この救護法は公的救護義務主義により、法的に

貧困者救済の公的責任を認めた点で画期的であっ

た。また居宅救護を原則として、補充的に施設救

護（養老院・孤児院・病院）を認めた。そしてこ

こで、方面委員が法令上、救護委員の名称で救護

事務の役割を担う市町村長の補助機関となった。

救護事務の担当者として市町村の正規吏員ではな

く、無報酬の方面委員が補助機関として位置づけ

られたのである。

このように救護法の制定と実施は、全国的に展

開した方面委員の運動の賜物といっても過言では

ない。なお救護法実施後の翌年（１９３３）には全日

本方面委員連盟が結成された。

Ⅳ 戦時下の方面委員制度

大阪府をモデルとした方面委員制度は全国に拡

大していったが、その名称は方面委員が最も多い

ものの福利委員、奉仕委員、社会改良委員等々、

各地域で多様であり、また組織や運営方法につい

ても各地域で多様であり、さらにその成果も各地

域により大きな違いがあった。

そこで名称をはじめ性格、役割を全国的に統一

し、どの府県も一定程度の成果を挙げることがで

きるように、１９３６（昭和１１）年に１２ヵ条から成る

方面委員令（勅令第３９８号）が公布され、翌年１

月から実施された。その主たる内容は次の通りで

ある。①指導精神を隣保相扶、互助共済と明確化

した。②方面委員は、方面ごとに道府県が設置す

る。③方面委員の設置主体を、それまでいくつか

の地域で市町村や私設団体が設置していたもの

を、府県に移管し、原則的に府県営とした。④方

面委員の任期を４年と定めた。⑤その選任につい

て詮衡委員会を設置して公平にした。そしてその

詮衡基準として、人格が正しく、常識が豊かであ

り、世情に通じ、同情の念が篤く事業に理解と情

熱を示し、党派的偏見がなく、相当程度の生活を

営み近隣の信望も篤く、相当期間、担任地域内に

居住し、日常的に地域内の居住者と接触し得る立

場にあり、相応の指導力のある者などが考えられ

ていた。そしてあらためて、⑥方面委員は有給の

事務職員ではなく、無給の名誉職であることとさ

れた。

こうして方面委員の法的位置づけが明確にさ

れ、社会事業行政や救貧制度における役割は増大

したが、同時に画一的な方向性をたどることにな

った。そして翌年の日中戦争以降の戦時下体制に

あって、方面委員は従来の貧困者に対する救済活

動のみならず、地域の多様な問題への活動対応を

求められることになった。

この社会事業全体が戦時体制に呑み込まれてい

った戦時厚生事業期における方面委員の活動対応

を時系列的に追ってみよう。まず、救護法の拡大

というべき１９３７（昭和１２）年の母子保護法、１９４１

（昭和１６）年の医療保護法の制定により、方面委

員の救護事務は増大した。また１９３７（昭和）年に

は軍事救護法の改正による軍事扶助法が制定され

た。この扶助事務もすでに「補助機関」として救

護事務を担っていた方面委員に任されることにな

った。こうして方面委員の任務は一層、公的色彩

を帯びることになった。

さらに１９４０（昭和１５）年の「部落会町内会等整

備要項」と「方面委員制度ト部落会、町内会トノ

関係ニ関スル件」の依命通牒により、方面委員制

度は部落会や町内会の地域組織における戦時的役

割と連動することが求められ、大政翼賛会組織に

呑み込まれていくことになった。そして生産力の

増強、健民健兵の育成、国防体制の強化といった

スローガンの下、企業等の職域組織、国防婦人会

や愛国婦人会（後に大日本婦人会に統合）との連

携強化も求められることになった。空襲が始まる
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戦争末期の１９４２（昭和１７）年に戦時災害保護法が

制定されると、方面委員は空襲被害者援護や住民

疎開援護業務に携わることになった［１４］。

こうして方面委員の業務は従来の救護事務のみ

ならず、戦時体制下における多様な援護業務にと

めどもなく拡大していった。そこでは戦争遂行課

題への適応、すなわち軍事援護に関係する業務が

最優先され、貧困者、高齢者、障害者等の要援護

者に対する援護業務は第二義視された時代であっ

た。しかしこうした状況にありながら、たとえば

大阪府の方面委員は、戦時体制に協力する一方で、

無報酬の名誉職として地域の要援護者を地道に支

援しようとした［１５］。

Ⅴ 戦後改革と民生委員制度

太平洋戦争が１９４５（昭和２０）年８月１５日に終了

し、わが国は敗戦国として米国を中心とするGHQ

（連合国軍最高司令部）の占領統治下に入った。

GHQは非軍事化と民主化を旗印に焦土化したわ

が国に臨んだ。敗戦直後の国民生活は困窮を極め

た。こうした状況に緊急に対応すべく、GHQは

「救済並びに福祉計画の件」という覚書をわが国

政府に提示した。そこで政府はこれに基づき、生

活困窮者に対する臨時的応急的措置として同年１２

月に「生活困窮者緊急生活援護要綱」を閣議決定

し、翌年４月から実施した。そしてこの「要綱」

の実施に当っては、その徹底を期するために全国

の方面委員を積極的に活動させることとした。方

面委員は戦前の救護法に引き続き、ここでも公的

救済活動の最前線の機関として、重要な役割を担

うことになった。

またGHQは１９４６（昭和２１）年２月に「社会救

済に関する覚書」（SCAPIN７７５）を政府に提示し

た。そこでは国家責任、公私分離、無差別平等、

必要充足の４つの基本原則が示された。そこで政

府はこの原則に基づき、１９４６（昭和２１）年９月に

「生活保護法」（旧法）を公布し１０月から実施とな

った。そしてこの法に基づく保護事務を民生委員

が、補助機関として担当することになった。

そして１９４６（昭和２１）年９月、勅令により方面

委員令を全面的に補正した「民生委員令」が制定

され、同年１１月１日から施行となった。１９３６（昭

和１１）年に制定された方面委員令は廃止され、民

生委員制度として再発足したのである。民生委員

令の要点は次の通りである。まず、①指導精神を

「社会の福祉を増進するために、仁愛の精神を以

って保護誘掖」するとした。②名称変更について、

それまでの貧困者救済から広く民生安定の推進

者、民生安定の諸施策実施の協力者という意味か

ら民生委員とした。③民生委員の委嘱を厚生大臣

とし、地方長官が推薦し、指揮監督することとし

た。④市町村に民生委員推薦会という常設機関を

設置し、公正かつ民主的な人選を図った。そして

⑤４年の任期を２年に短縮した。なお同年１０月に

は全日本民生委員連盟が発足した。

さらに、１９４８（昭和２３）年７月には民生委員令

に検討を加えて「民生委員法」が制定された。こ

の法制定の背景には、民生委員が一般社会からそ

の存在を認識され、高く評価される一方で、委員

として不適格者が選任されることにより社会的批

判を受けたり、あるいは複雑広範な任務遂行が求

められるようになったこともあり、委員の資質の

向上を図り、その活動における個人差、地域差を

解消することが必要となったためである。こうし

たことから、民生委員制度をそれまでの勅令によ

らず、国会の議決を経た法律に基づく制度とする

ことが急務となったのである。この勅令から法律

へ法的根拠を強化した民生委員法の主な改正点は

次の通りである。①指導精神を「社会奉仕の精神」

と表現した。②適格者を得るために従来の選出方

法を是正し民主化した。③資格要件（人格識見高

く、広く社会の実情に通じ、社会福祉の増進に熱

意ある者であって、児童委員としても適当である
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者）を明示した。④職務の信条（５ヵ条）を明示

した。⑤任期を３年にした。このように大幅な改

正であった。

なお１９４７（昭和２２）年には「児童福祉法」が制

定された。これに伴って民生委員は、同時に児童

委員に充てられることとなった。こうして民生委

員は地域の児童福祉の推進にも携わることになっ

た。

さてこうした中で１９４９（昭和２４）年９月、社会

保障制度審議会は「生活保護制度の改善強化に関

する件」を勧告した。これは旧生活保護法では、

無差別平等といいながらも欠格条項があったこ

と、保護請求権や不服申立の権利が保障されてい

なかったこと、さらにボランティアともいうべき

民間人である民生委員が補助機関として、実際の

保護事務を担当しているために、恣意的な事務と

なりがちであること［１６］などを理由として、勧

告したものである。

次いで１９４９（昭和２４）年１１月には、占領期福祉

改革の集大成ともいえるGHQによる「社会福祉

行政に関する６項目」提案がなされた。ここで６

項目とは、①公的扶助からの民生委員の責任の除

去、②社会福祉主事制度の創設、③福祉地区と福

祉事務所の設置、④公私分離の明確化、⑤社会福

祉協議会の創設、⑥有給専任吏員の現任訓練と査

察指導員の配置、である。とくにGHQは公的扶

助の事務を、科学的客観性を有する有給の専門職

員（社会福祉主事）で対応すべきであるとした

［１７］。

そしてこれらの勧告、提案を受けて、１９５０（昭

和２５）年５月４日、旧法を全面改正した現行の「生

活保護法」（新法）が成立、公布し、即日施行と

なった。この新生活保護法では、①憲法２５条に基

づく生存権保障の目的を明確にしたこと、②保護

請求権と不服申立の権利を明記したこと、③保護

対象における欠格条項を除去したこと、④保護事

務の担当者として社会福祉主事という専門職員を

補助機関として設置し、民生委員を協力機関とし

たこと、などが特徴である。

また１９５１（昭和２６）年３月には「６項目」提案

の具体的実現である「社会福祉事業法」が制定さ

れ、社会福祉主事、福祉地区、福祉事務所、社会

福祉協議会等の設置規定がなされた。

こうして民生委員は救護法以来の貧困者に対す

る救済事務について、その補助機関としての責任

的立場から退き、新生活保護法以降は、協力機関

として側面から保護事務を支援する立場に変わっ

たのである。いわゆる民生委員の「名誉職裁量体

制」［１８］における裁量権の喪失であった。

Ⅵ 経済成長期の民生委員制度

１９４５（昭和２０）年９月に始まったGHQによる

占領期は、１９５２（昭和２７）年４月のサンフランシ

スコ平和条約の発効をもって終了となった。そし

てこの占領期に前述のように、わが国の戦後社会

福祉の枠組みが構築された。一方、占領期の終わ

り頃、わが国は朝鮮戦争（１９５０～５３）の特需景気

により産業が復興し、その後、経済が飛躍的に進

展する高度成長期（１９５４～１９７３）に入ることにな

った。

そして新生活保護法により、その職務が補助機

関から協力機関となった民生委員制度は１９５３（昭

和２８）年８月に一部法改正され、生活保護事務に

ついての協力（保護を要する状態にある者の発見、

保護の実施に関して必要に応じて市町村長に参考

意見を述べること、保護を受ける者の生活指導を

行うこと）を始めとする福祉事務所等、福祉行政

機関への協力が職務として規定された。

さて貧困者の救済対応を、長らくその本来職務

としてきた民生委員であったが、占領期の福祉改

革により、その役割を大幅に後退させた。こうし

た中で、民生委員は１９５１（昭和２６）年に民生委員

信条を定め［１９］、新たな時代における新たな活
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動を模索することになった。そこで生まれたのが

「世帯更生運動」であった。これは１９５２（昭和２７）

年に滋賀県大津市で開かれた第７回全国民生児童

委員大会において提起されたものであった。この

時期、社会保障制度は生活保護制度があるのみで、

国民皆保険皆年金計画も１９６０（昭和３５）年にスター

トするまで無保険のまま、約１，５００万人の国民は、

生活保護基準とほぼ同じ水準の生活層である

「ボーダーライン層」と呼ばれる人々であった。

こうした中、世帯更生運動は「民生委員一人一世

帯更生」をスローガンに全国的な運動展開を行っ

た。この運動は民生委員が低所得世帯に対して、

必要な援助と生活指導を行うことにより、その自

立を促進し、被保護層への転落を防止することを

目的とするものであった。１９５５（昭和３０）年には

全国社会福祉協議会の全面的バックアップによ

り、全国の都道府県が実施することになった。ま

たこの世帯更生運動の最大の課題は資金の調達で

あったが、それも１９５５年度予算で国が１億円計上

し、これを原資として「世帯更生資金貸付制度」

が発足した。そして生業資金、支度資金、技能修

得資金の３種類が貸付金となった。

「世帯更生資金貸付制度」発足と同じ年の１９６０

（昭和３５）年には、「心配ごと相談所」が国庫補助

により市町村社会福祉協議会で運営され、そこで

は民生委員が積極的に市民の相談に応ずる立場と

して対応することになった。

また核家族化、過疎・過密化の進行に伴い、高

齢者問題が表面化する頃になると、１９６２（昭和３７）

年に全国民生委員児童委員協議会が組織化された

こともあり、民生委員が率先して全国的な実態調

査を実施することになった。１９６８（昭和４３）年に

は「居宅ねたきり老人実態調査」、１９７０（昭和４５）

年には「独居老人実態調査」、１９７３（昭和４８）年

には「孤独死老人実態調査」、１９７７（昭和５２）年

には「老人介護の実態調査」、１９８５（昭和６０）年

には「在宅痴呆性老人の介護者実態調査」が実施

された。そしてこれらの調査結果が行政や世論に

働きかけ、在宅福祉や地域福祉を推進させるとと

もに、個々の民生委員は地域福祉のキーパーソン

として、援護を必要とする担当地域の高齢者を援

助していくことになった。他方で、児童委員とい

う立場からは１９７１（昭和４６）年に「丈夫な子ども

を育てる母親運動」、１９８４（昭和５９）年に「心豊

かな子どもを育てる運動」、１９９７（平成９）年に

「子どもと子育てに関するモニター調査」を実施

し、子どもの健全育成のためのソーシャルアクシ

ョンや少子化に対応した調査を展開している。こ

のような調査は「社会測量」以来の民生委員なら

ではの意義ある活動であった。

さらに全国民生委員児童委員連合会（１９９２年に

協議会から改称）では、１９６７（昭和４２）年に制度

創設５０周年を期して活動強化要綱を定め、以降１０

年ごとに活動強化方策を策定し、基本的性格の位

置づけ、推進すべき重点活動項目を設定している

（表参照）。基本的性格について５０周年（１９６７）で

は「自主性」「奉仕性」「地域性」とし、６０周年（１９７７）

では、この３つの性格に加え、「住民性」「継続性」

「包括・総合性」の３つの原則、さらに「社会調

査」「相談」「福祉サービス、情報提供」「連絡通

報」「意見具申」の５つのはたらき、７０周年（１９８７）

では５つのはたらきに「調整」「支援体制づくり」

を加え７つのはたらきにした。そして８０周年

（１９９７）では、これらに活動展開のための視点と

して６点、（①基本的人権の尊重、②住民の福祉

需要の把握、③自らの活動の点検・評価、④地域

を基盤とした活動の展開、⑤先駆的・先見的活動

の展開、⑥関係機関・施設・団体との連携・協働

活動の推進）を加え、また基本姿勢として「社会

奉仕の精神」「基本的人権の尊重」「政党・政治的

目的への地位利用の禁止」を加えている。このよ

うに全国民生委員児童委員連合会は、１０年ごとに

自らの方針や活動を見直し、新たな方向性を示し

てきた。そして地域福祉ネットワークづくり、福
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策定年度と課題 基本的性格と民児協活動等 重点活動

１９６７（昭和４２）年
５月１２日

制度創設５０周年を期
しての民生委員児童
委員活動強化要綱

○基本的性格の明確化
「自主性」「奉仕性」「地域性」

○「活動の基本」体得
「社会調査」「相談助言」「資源の活用」
「世帯票の整備・活動記録と報告」

○民生委員活動の基盤強化
①民生委員協議会の組織活動の強化
②社会福祉協議会の強化と地域福祉活動の推進

①しあわせを高める運動の強
化推進

②心配ごと相談所の普及充実
③社会福祉モニター活動の展
開

④出稼ぎ者、勤労青少年と家
庭を結ぶ運動の展開

⑤子どもを事故から守る運動
の展開

⑥共同募金運動の強化推進

１９７７（昭和５２）年
３月９日

「これからの民生委
員児童委員活動」
－制度創設６０周年を
期しての活動強化方
策－

○民生委員の基本的生活とはたらき
民生委員の基本的性格
「自主性」「奉仕性」「地域性」

民生委員活動の三つの原則
「住民性」「継続性」「包括・総合性」

民生委員活動の五つのはたらき
「社会調査」「相談」「福祉サービス、情報提供」
「連絡通報」「意見具申」

○民生委員活動の基盤強化
①「民生委員の日」「民生委員児童委員活動強化
週間」の制定実施

②民生委員児童委員協議会組織の整備と活動強化
③共同活動の積極的展開
④研修の強化
⑤財政と事務局体制の確立

①在宅者福祉のための個別的
援助活動とネットワークの
強化（個別活動の展開）

②福祉のまちづくり運動の促
進（環境制度の改善整備）

１９８７（昭和６２）年
２月２７日

「２１世紀に向けての
民生委員児童委員活
動」－制度創設７０周
年を期しての活動強
化方策－

○民生委員の基本的性格とはたらき
民生委員の三つの基本的性格
「自主性」「奉仕性」「地域性」

民生委員活動の三つの原則
「住民性」「継続性」「包括・総合性」

民生委員活動の七つのはたらき
「社会調査」「相談」「情報提供」「連絡通報」「調
整」「支援体制づくり」「意見具申」

○民生委員活動推進体制の充実強化
①民生委員協議会の運営強化
②共同活動の積極的展開
③計画的・組織的活動の推進
④社会福祉協議会との連携の強化
⑤研修の強化
⑥財政と事務局体制の確立

①個別援助活動の強化
②在宅援助のためのネット
ワークづくり

③福祉のまちづくりへの協力

表 民生委員・児童委員活動強化方策
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祉のまちづくりのキーパーソンとして自らの立場

を積極的に位置づけてきたといえる。

なお１９９４（平成６）年には児童委員活動の活性

化をめざして、地域社会の中で子どもや子育てを

支援する地域ネットワークの中核として、主任児

童委員制度が創設された。

Ⅶ 社会福祉基礎構造改革と民生委員制度

わが国経済は１９７３（昭和４８）年のオイルショッ

クにより、それまでの高度経済成長が幕を閉じ、

安定成長さらには低成長期に入った。そして１９８５

（昭和６０）年頃には円安ドル高のバブル景気に沸

くことになった。しかし１９９１（平成３）年に脆く

もバブルは弾け、不況期に突入した。１９９０年代半

ば以降になると、一層の不況の深刻化とともに、

雇用が不安定化し、国民生活に格差が拡大し、貧

困が蔓延し、そして孤立死、ホームレスなどの社

会的排除と呼ばれる諸問題が顕在化してきた。

こうした社会環境の大きな変化の中にあって、

社会福祉のシステムもまた戦後まもなく構築され

た措置制度から契約制度へ、そして地域福祉の充

実など抜本的改革を迫られることになった。いわ

ゆる社会福祉基礎構造改革である。このため２０００

（平成１２）年に、社会福祉事業法は改正され「社

会福祉法」に変わった。そしてこれと呼応して同

１９９７（平成９）年
４月２１日

「地域福祉の時代に
求められる民生委
員・児童委員活動」
－制度創設８０周年活
動強化方策

○活動展開のための視点
①基本的人権の尊重
②住民の福祉需要の把握
③自らの活動の点検・評価
④地域を基盤とした活動の展開
⑤先駆的・先見的活動の展開
⑥関係機関・施設・団体との連携・協働活動の推進

○民生委員・児童委員の原則
民生委員・児童委員の基本姿勢
「社会奉仕の精神」「基本的人権の尊重」「政党・
政治的目的への地位利用の禁止」

民生委員・児童委員の三つの基本的性格
「自主性」「奉仕性」「地域性」
民生委員・児童委員活動の三つの原則
「住民性」「継続性」「包括・総合性」
民生委員・児童委員活動の七つのはたらき
「社会調査」「相談」「情報提供」「連絡通報」「調
整」「生活支援」「意見具申」

①個別化援助活動の推進
②在宅援助を進めるネット
ワークづくり（見守りと支
援のための連携体制）

③福祉のまちづくり
④子育て環境の整備、児童委
員活動の推進

⑤協働活動の積極的展開
⑥民児協の機能強化

２００７（平成１９）年
７月

「広げよう地域に根
ざした思いやり」
－制度創設９０周年活
動強化方策

○行動宣言
①「安心して住み続けることができる地域社会づ
くりに貢献します」

②「地域社会での孤立・孤独をなくす運動を提案
し、行動します」

③「児童虐待や犯罪被害などから子どもを守る取
り組みを進めます」

④「多くの福祉課題を抱える生活困難家庭に粘り
強く接し、地域社会とのつなぎ役を務めます」

⑤「日頃の活動を活かし、災害時に要援護者の安
否確認を行います」

○強化方策
①「気がかりな人や身近に頼
る人がいない地域住民を発
見し、進んで声をかけ、相
談に乗り、福祉サービスに
つなぎ、見守るなど継続し
て支援します」

②「地域住民の立場に立って、
個人の秘密を守り、誠意を
持って活動します」

③「地域福祉の担い手として、
地域を耕し、専門職や福祉
の実践者などとともに協働
します」

（資料）全社協・民生部「民生委員・児童委員の活動と歴史」『月刊福祉』（１９９７年１２月号）全社協、p．３４を基に筆者一
部加筆
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年、新しい時代における民生委員として民生委員

法も改正となった。

民生委員法改正の主な点は以下のとおりであ

る。まず、①第１条では「社会奉仕の精神をもっ

て、保護指導のことに当り」という表現が「社会

奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相

談に応じ、及び必要な援助を行い」に変わり、こ

れまでのともすれば住民に対する「上から目線」

の立場が、住民と「同じ目線」に変わったことで

ある。また、②第１０条では「民生委員は、名誉職

とし」が「民生委員には、給与を支給しないもの

とし」に変わり、済世顧問、方面委員制度以来、

連綿と続いてきた「名誉職」規定がなくなったこ

とである。これは民生委員制度の「名誉職裁量体

制」の完全な崩壊であり、画期的な変化である。

さらに、③第１４条では「常に調査を行い、生活状

態を審らかにして置くこと」が「住民の生活状態

を必要に応じ適切に把握しておくこと」に変わっ

た。そして「援助を必要とする者がその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

うに生活に関する相談に応じ、助言その他の援助

を行う」こと、さらに「援助を必要とする者が福

祉サービスを適切に利用するために必要な情報の

提供その他の援助を行う」ことと規定された。こ

こでは民生委員の職務として、地域において支援

や見守りが必要な人や世帯を把握し、サービスの

つなぎ役として、ていねいに話を聴き、役立つ情

報を分かりやすく伝え、実際にサービスを利用で

きるように援助することとされた。

こうした中、全国民生委員児童委員連合会では

２００７（平成１９）年７月に制度創設９０周年活動強化

方策を策定した。そこでは「広げよう地域に根ざ

した思いやり」を１００周年に向けた行動宣言とし

て次の５点を挙げている。①「安心して住み続け

ることができる地域社会づくりに貢献」する。②

「地域社会での孤立・孤独をなくす運動を提案し

行動」する。③「児童虐待や犯罪被害などから子

どもを守る取り組み」を進める。④「多くの福祉

課題を抱える生活困難家庭に粘り強く接し、地域

社会とのつなぎ役」を務める。⑤「日頃の活動を

活かし、災害時に要援護者の安否確認」を行う。

また活動強化方策として次の３点を挙げている。

①「気がかりな人や身近に頼る人がいない地域住

民を発見し、進んで声をかけ、相談に乗り、福祉

サービスにつなぎ、見守るなど継続して支援」す

る。②「住民の立場に立って、個人の秘密を守り、

誠意を持って活動」する。③「地域福祉の担い手

として、地域を耕し、専門職や福祉の実践者など

とともに協働」する。

こうして２１世紀における民生委員は、住民と同

じ立場で、住民のかかえる生活ニーズを適切に把

握し、福祉サービスのつなぎ役として有効な情報

を伝え、また協力機関として福祉事務所など行政

機関と緊密な関係を保つことはもとより、他の関

係諸機関・団体とも密接な連携をとりながら、具

体的なサービス利用の援助を行い、さらに厚生労

働大臣による委嘱型ボランティア［２０］としての

特質を生かして、専門職や他のボランティアと協

働しながら地域福祉の担い手として、その固有の

役割をいかんなく発揮することが求められている

といえる［２１］。

おわりに

ここまで約一世紀に及ぶ民生委員制度の歴史的

変遷について論述してきた。民生委員は地域の福

祉の守り手として、ずっとその役割を果たしてき

た。貧困者の味方として、あるいは心身にハンデ

ィをもつ要援護者の支え手として、それぞれが与

えられた一定の地域で地道に活動を遂行してき

た。その活動のモチベーションは、無給の名誉職

という身分的性格であったといえる。そして救護

法や旧生活保護法の下では、補助機関として貧困

者の救済事務を一手に引き受けていた。その後、
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戦後の社会福祉の変化と発展に伴い、福祉行政の

協力機関に移行し、地域の福祉の守り手として、

新たな活動方向を求め、多様なモニター活動を展

開してきた。そして２１世紀の今日、民生委員はこ

れまでの名誉職から委嘱型ボランティアとして、

地域福祉主流の時代における身近な地域の福祉の

担い手として、その存在意義を示していくことが

求められている。

【引用文献・注釈】

［１］全国社会福祉協議会編『民生委員制度五十年史』

p．９ １９６８ 全国社会福祉協議会

「県下における貧民は如何に暮せる乎」という

天皇の御下問に対し、返答に窮した笠井知事は、

帰任後ただちに調査を行った。その結果、県税

戸数割賦課等級最下限の戸数が２０，０９９戸、人口

が１０３，７１０人という驚くべき状況にあることを

発見した。

［２］同上書p．１２

［３］嘉陽正倫「民生委員の現代的課題」p．２０～２１

２０１１ 山口大学大学院博士論文

二宮尊徳の報徳思想は農民更生、共存共栄の思

想であり、井上友一、留岡幸助、石井十次らも

この報徳思想を基礎に救済事業を展開した。笠

井知事も報徳思想への関心は深く、その影響を

受けたとしている。

［４］清水教恵「方面委員の誕生」大阪社会福祉史研

究会編『大阪における社会福祉の歴史』p．８１

８５ ２００７ 大阪市社会福祉協議会

「夕刊売りの母子」は１９１８（大正７）年の淀屋

橋、「廉売場の老婆」は米騒動後の米の廉売場

での林市蔵の目撃事例である。

［５］柴田善守『方面事業の精神』p６１～６２ １９７７民

生委員６０周年記念大阪実行委員会事務局

林市蔵が１９３１（昭和６）年の広島公会堂での講

演で、方面委員活動における無報酬の重要性に

ついて喝破したことを紹介している。

［６］小河滋次郎「社会事業と方面委員制度」『社会

福祉古典叢書２ 小河滋次郎集』p．２０３ １９８０

鳳書院

小河は土着若しくは準土着の人であって、常識

に富んだ人格者こそが方面委員としての性格を

具備していると述べている。

［７］杉野昭博「日本におけるソーシャルワーク」平

岡・杉野・所・鎮目『社会福祉学』p．６５ ２０１１

有斐閣

杉野は調査の重視、方面カードという一定の書

式によるケース記録の導入に注目し、ここに日

本におけるケースワーク技術の萌芽が見られ、

COSなど欧米のケースワーク技法からの影響が

推測されるとしている。

なお方面委員活動におけるケースワーク導入模

索については、昭和１０年代に入って方面委員令

の施行後、中村孝太郎、山田節男らによって論

じられ、この流れは１９４０（昭和１５）年に竹内愛

二「方面事業の技術的再編成」（社会事業２４巻

８月）においてまとめられた。この経緯につい

ては、遠藤興一「方面委員活動の史論的展開に

ついて（下）」『明治学院論叢２３５』において論

述されている。

［８］柴田善守「小河滋次郎の生涯」p．４ １９６４ 日

本生命済生会

東洋的儒教倫理については遠藤興一も「方面委

員活動の史論的展開（上）」『明治学院論叢２３１』

において論じている。

［９］同上書p．５

［１０］［６］前掲書p．１８０

小河は社会測量を広義と狭義に分け、広義の結

果は一般社会政策の基礎となり、狭義の結果は

個別的救済の根本となるとしている。

［１１］［５］前掲書p．６９

［１２］［５］前掲書p．１２４

［１３］沼田嘉一郎（１８７８～１９３３）については小笠原慶

彰「大阪府方面委員制度創設期における林市蔵

の位置－方面理事・沼田嘉一郎との関係を中心

にして」『社会福祉学vol．５２－１』

（日本社会福祉学会２０１１）において論じられて

いる。

［１４］戦時下の方面委員活動については永岡正巳「戦

時下方面委員活動と政策、実践、課題」『復刻・

戦時下大阪府方面常務委員会議事速記録』（近

畿地域福祉学会大阪府方面委員活動史料研究会

１９９９）に整理されて論じられている。

［１５］同上書の『復刻・戦時下大阪府方面常務委員会
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議事速記録』では、終戦間際までの常務委員会

での要援護者のための協議内容が逐語的に詳述

されている。

［１６］旧生活保護法の下での民生委員の恣意的事務取

扱については、六波羅詩朗「生活保護法下にお

ける『生活保護百問百答』の役割」「旧生活保

護法の変容と民生委員の役割」（日本社会事業

研究所年報１９８４．１９８４）に詳述されている。

［１７］菅沼隆『被占領期社会福祉分析』p．２３１ ミネ

ルヴァ書房２００５

菅沼によれば、GHQの地方軍政官は生活保護事

務を取り扱う民生委員に関して、公的責任の曖

昧さと補助機関としての責任性の欠如を指摘し

たが、民生委員制度そのものを廃止すべきとま

では要求していなかったと論じている。

［１８］同上書 p．２１８～２５８

菅沼によれば天皇制と結びついた救済事務にお

ける「名誉職裁量体制」が救護法下の方面委員

や旧生活保護法下の民生委員の活動モチベーシ

ョンであったが、新生活保護法制定により、補

助機関から協力機関になったことで、この体制

が解体していったと論じている。

［１９］［１］前掲書p．５４

民生委員の向うべき目標を簡明にした「座右の

銘」ともいうべき次の５箇条から成る信条であ

る。①われらは隣人愛をもって、その力を社会

福祉の増進に捧げる。②われらは常に地域社会

の実情を審らかにすることに努める。③われら

は誠意をもって、あらゆる生活上の相談に応じ、

その更生を援ける。④われらはすべての人と協

力し、明朗で健全な地域社会の建設に努める。

⑤われらは常に公正を旨とし、人格の涵養と識

見の向上に努める。

［２０］小松理佐子「地域福祉の時代の民生委員制度」

『月刊福祉』２００７年１０月号 全社協

小松は、民生委員が厚生労働大臣によって委嘱

されているという委嘱型の意味と特質を再確認

することが重要であるとしている。

［２１］厚生労働省の民生委員・児童委員に関するデー

タによれば、身分的には非常勤の特別職の地方

公務員として２０１０（平成２２）年３月３１日現在、

委嘱総数２２８，７２８人、うち男性９１，９９０人、女性

１３６，７３８人である。年間の総活動件数は約３，２７０

万件、うち相談支援活動件数は７５０万件である。

相談支援活動の分野別では「高齢者に関するこ

と」が約半数を越え、「子どもに関すること」が

２割、「障害者に関すること」が１割弱である。

内容別では日常的な支援、在宅福祉、健康、保

健医療、児童関係など幅広い相談が実施されて

いる。また民生委員・児童委員１人の１日当た

りの活動では、相談支援件数が約３件、訪問連

絡調査件数が約１７件、その他の活動件数が約９

件で、１月当たりの平均活動日数は１０．７となっ

ている。
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The purpose of this paper is to consider historical development of community welfare commissioner so

called Minsei−iin system. Minsei−iin system has one hundred history, which dates back to the Okayama−

ken Saiseikomon System as origin and the Osaka−fu Houmen−iin system as base. During this period, the

Houmen−iin and Minsei−iin have been always playing the significant role as a supporter for the socially

disadvantaged, for example the poor in the community. Since the beginning of this system, the position

of this task has been an unpaid honorary post, which has been big motivation of their actions. Under the

Poor Relief Law and Old Public Assistance Law, the Houmen−iin and Minsei−iin had played significant

role as the auxiliary administrative agent of relief system.

And in the period of post−war reform, the role of the Minsei−iin moved to the cooperative administra-

tive agent. There−after, the Minsei−iin has developed various actions, for example monitor actions. And

in these days of 21st century, which experienced social welfare basic structure reform, the status of Min-

sei−iin moved to the commissioned volunteer from honorary post.

In the age of community welfare, the proper role of the Minsei−iin is expected more as a welfare sup-

porter in the community.

Key Words : Minnsei−iin, Houmen−iin, un−paid honorary post, auxiliary administrative agent,

cooperative administrative agent, commissioned volunteer
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